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研究成果の概要（和文）：本研究では、一人ひとりの聴覚障害児が自身の日本語能力に応じて自主的に学習が進
められる「個別適応型・日本語文法学習教材」を開発し、その有効性を検証することを目的とした。聴覚障害児
が書いた作文や理解テストの成績に基づいて日本語文法項目に関する難易度表を作成するとともに、各難易度に
該当する日常生活文を収集した学習データベースの作成、および聾学校小学部と中学部の児童生徒が使用できる
学習プリント教材作成ソフトウェア試作した。ソフトウェアの使用感と有用性を検証した結果、指導への活用に
対して良好な評価を得たが、ソフトウェアの操作性や視認性などを改善する必要が示された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop and verify the effectiveness of an
 "individually adaptable Japanese grammar learning material" that allows each child with hearing 
impairment to study independently according to his or her own Japanese language ability. The study 
database was created based on the results of essays and comprehension tests written by children with
 hearing impairment, and a database of daily life sentences corresponding to each difficulty level 
was created. The software was evaluated favorably in terms of usability and usefulness for use in 
instruction, but the operability and visibility of the software needed to be improved.

研究分野：聴覚障害心理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現代の情報化社会では、自立した生活のために聴覚障害児に対してより高次な日本語能力が求められているが、
その指導に利用できるICT教材は限られている。本研究で試作・検証した学習教材ソフトは、日常生活において
使用する頻度の高い表現を用いて、初級から中級程度までの日本語文法を扱え、子どもの言語発達や特徴に応じ
た課題が呈示できることに特徴があり、日本語の学習を自主的・意欲的に進めるための機会を提供できると考え
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
聴覚障害児に対する日本語指導では、聴覚活用を基本としながら、手話などの種々の手段を利
用したコミュニケーション中心の指導が展開されてきた（斎藤, 2018； 長南, 2003）。一方近年
では、聴覚特別支援学校を中心としてコミュニケーション活動に基づく指導に加え、日本語の習
得に特化した指導実践がしばしば報告されている（島田, 2011）。この方法は特定の文法項目に
ついて、理論の説明と反復練習による構成的な指導を行うことで日本語知識の定着を目差すも
のであり、第二言語習得や日本語学の理論を援用した実践が展開され、視覚教材やプリントなど
を活用した学習の工夫によって一定の成果をあげている。しかし、学習が基礎的なレベルに止ま
り、発展的内容まで扱いにくいこと、指導時間が限られ特定の項目に学習が偏ること、学習した
知識の定着や般化が難しいことなど、様々な問題を抱えている。さらに学習指導要領改訂などに
より学習内容が増加したことや、児童生徒の障害の重度化・多様化によって学習グループの編成
が難しいなど、指導に要する時間や労力がその効果に反映しにくい状況にある。 
学校などで使用されるプリントや市販の問題集では、「格助詞」「動詞」などの文法項目ごとに
内容がカテゴライズされていることが多い。また難易度の設定が不明確である、課題に使用され
る文表現が不自然である、特定の語彙が繰り返し登場するなど、子どもが興味を持って持続的に
取り組むことや、日本語の習得状況に応じて文法項目の種類や難易度を柔軟に調整することが
困難であると考える。特に聴覚障害児を対象とした教材は、基礎的文法項目の学習に限定された
ものが多く、そのことが発展的内容の学習を妨げているともいえるだろう。このような状況を改
善するためには、日本語の学習をある程度独力で進められ、自主的・意欲的に学習できる課題設
定や、個々の子どもの能力にきめ細かく対応し、文法の基礎的項目のみでなく応用的項目まで扱
えるような学習教材の工夫が求められる。さらに作成した学習教材をより広く活用するために
は、ICT機器を利用して学習教材を組み替えられることや、プリントなどの形でも使用できると
いった柔軟な枠組みが必要であると考える。 
 
２．研究の目的 
本研究では、一人ひとりの聴覚障害児の日本語能力に応じた学習課題を呈示し、自主的に学習
が進められる「個別適応型・日本語文法学習教材」を開発し、その有効性と課題について検証す
ることを目的とした。本研究は、(1)聴覚障害児の日本語習得及び近年の日本語指導に関する課
題の展望、(2)聴覚障害児の日本語文法理解力の検討、(3)聴覚障害児の学習に用いる文法項目の
難易度推定、(4)日本語文法学習教材の開発と検証の 4部から構成されている。各研究における
具体的な目的は以下のとおりである。 
(1)聴覚障害児の日本語習得について、指導や支援の課題を整理するとともに、今後の実践や研
究の方向性について展望することを目的とした。 
(2) 複合動詞の理解、限定動詞・包括動詞の理解、助数詞の理解について、聴覚障害児童におけ
る習得の実態および理解の特徴について検討することを目的とした。 
(3) 聴覚障害児の書いた作文を対象に、多様な文法表現の使用頻度の際について検討するとと
もに、小学校教科書における各表現の使用頻度に関する結果をあわせて、文法表現の難易度に関
する段階を提案・考察することを目的とした。 
(4) 試作した日本語文法教材作成ソフトの有用性を検証し、聴覚障害児への日本語指導におい
て求められる ICT の機能や指導上重視すべき配慮について検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
２．で述べたように、本研究は展望研究と３つの実証的研究の 4部から構成されている。以下
では(1)～(4)におけるそれぞれの研究方法について述べる。 
(1)聴覚障害児の日本語習得及び近年の日本語指導に関する課題の展望 
聴覚障害児の日本語獲得、日本語指導に関する先行研究を収集し、認知心理学および認知言語
学の観点から分類整理して、各研究から得られた結果や知見を分析・考察した。 
(2)聴覚障害児の日本語理解に関する研究 
①対象者 
聴覚特別支援学校の小学部に在籍する児童のべ 99 名（2年生 8 名、3年生 6 名、4年生 26
名、5 年生 28 名、6 年生 31 名）、および通常小学校に在籍する 4 年生児童 52 名を対象とし
た。 
②課題 
複合動詞の理解を検討するために、動詞の組み合わせ課題・動詞選択課題・文産出課題を
実施した。動詞組み合わせ課題では３つの動詞から２つを選択して一つの複合動詞を産出さ
せた。動詞選択課題ではある状況を表す文において、適切な複合動詞を 4 つの選択肢から選
択させた。文産出課題では、呈示した複合動詞を用いて自由に文を産出させた。いずれの課
題においても、ターゲットとなる動詞として、統語的複合動詞と語彙的複合動詞の２種類を
設定した。 
限定動詞と包括動詞の理解を検討するために、動詞選択課題と動詞産出課題を実施した。
動詞選択課題では、ある状況を表す文を提示しその文の意味を最も適切に表す動詞を４つの



選択肢から選択させた。文産出課題では、提示した動詞を用いて自由に文を産出させた。い
ずれの課題においても、ターゲット動詞として、動作動詞と心的動詞の２種類を設定した。 
助数詞の理解を検討するために、助数詞の部分を空欄にした文を提示し、適切な助数詞を
記述させる産出課題を実施した。大学生 71 名を対象とした予備調査に基づき、計 14 個の助
数詞を選定した。14 種類の助数詞は、数えられる名詞が「生物」・「非生物」のカテゴリーに
分類され、さらに「非生物」については「個数」「量」「形状」によって分類された。 
③手続き 
 課題はいずれも、ワークシート形式による筆記回答を求めた。対象児の在籍する学校にお
いて小集団ごとの一斉テスト形式で実施した。 
(3)聴覚障害児の学習に用いる文法項目の難易度推定 
①対象としたテキスト 
小学校教科書および聴覚障害児の書いた作文を対象として、使用されている文法項目の頻
度等について分析を行った。国語科、社会科、理科の各教科について計 20冊を対象とし、分
析した語彙数は約 35万語であった。聴覚障害児の作文は、聴覚特別支援学校の小学部から高
等部専攻科まで児童生徒の作文 502 編を対象とした。 
②分析方法 
 外国人を対象とした初級～中級レベルの日本語文法指導書 6 冊から、指導対象とされてい
る文法表現をすべて抜粋・分類し、最終的に 41 カテゴリー、計 1,130 項目を抽出した。 次
に、各項目の表現について「検索語」を設定し各テキストについて、KHCorder（樋口, 2004）
を用いた KWIC 分析によって検索語の抽出し、各検索語を項目に分類して学年ごとに使用頻度
を求めた。 
(4)日本語文法学習教材の開発と検証 
①日本語文法学習用ソフトウェアの試作 
 (3)の研究によって文法項目の難易度を設定し、各項目についてプリント教材を作成するソ
フトウェアを試作した。ソフトウェアは、文法項目の選択、難易度の設定、問題形式の設定、
問題数・選択肢数の設定、氏名等の記入欄の設定などが可能であり、各文法項目について自
動的に問題を作成し、リッチテキストファイルとして保存できるものとした。文法項目は基
本となる格助詞、および(3)の研究において難易度が低いと判断された 345 項目を選定した。 
②アンケート調査 
 作成したソフトウェアを聴覚障害特別支援学校 5校に CD-ROM にて郵送し、試用したうえで
各質問項目について評価させるとともに、自由記述による意見を求めた。評価項目は、①ソ
フトウェアの形式面での使用感、②ソフトウェアの有用性、③各教員における日本語指導の
形態、④日本語指導に必要な ICT の機能、⑤日本語指導において重視する配慮事項の 5 カテ
ゴリーについて、3～11個の項目を設定し、①は 6件法、他は 4件法によって評定させた。 
 
４．研究成果 
(1)聴覚障害児の日本語習得を巡る課題と展望 
本研究では近年の言語習得理論の展開や状況の変化を踏まえ、従来、重視されてきた指導にお
ける観点を含めて、今後の検討課題として以下の６つの点を指摘した。 
①経験的活動の充実と整理 
イメージスキーマの考え方に基づき、言葉の意味やイメージ形成における身体活動の重要
性を指摘した。学校生活でのあらゆる身体活動や遊び、道具を使う活動、種々の感覚を刺激
する活動などのすべてが、言語習得の促進し、自身の可能性や限界の自覚を促すことにもな
る。行事や遊び、特別活動等の種々の取り組みについて、子どもの身体や感覚がどのように
使われ、どのような刺激を得るのかといった点から、その意味や意義を整理することが必要
であると考察した。 
②多様な日本語表現のインプット 
用法基盤モデルやメンタルコーパスの考え方は、日本語の習得において一定量以上のイン
プットが必要であることを示唆している。現在、相対的に教室での日本語のインプット量は
減少していると考えられ、手話と音声の併用、手話のみ、音声のみ、文字の活用など、こと
ばの提示方法やコミュニケーション方法を使い分ける工夫や、日本語を日本語で考える、日
本語で説明するといった、日本語の使用に特化した時間を設けることの必要性を指摘した。 
③個の発達に応じた学習方法の構築 
聴覚特別支援学校においては、個々の子どもに応じた課題や教材の工夫が一層求められて
おり、日本語の学習に用いるプリント教材や視覚的教材の開発・利用は充実しつつある（木
島, 2013）。このような取り組みを充実させていくとともに、それらの教材等を用いて自主的
な学習を進められるような環境を作ることが必要である。特に、ICT 機器は教材の開発・蓄
積・共有を行いやすく、また個に応じた課題の提示などにも有効であることを考察した。 
④日本語習得への動機づけ 
手話の使用が一般化している現在、なぜ日本語が生活の中で必要なのかを具体的場面に即
して意識させる取り組みが必要であると考えた。日本語への意識と日本語習得の程度は相関
関係を有すると考えられ、日本語の有用性への意識を高めることは習得への意欲を喚起する
ために必要である。文章産出の活動においても、家庭や学校での生活での出来事のみではな



く、相手や状況を意識した活動を取り入れるなど、社会生活を意識した取り組みの必要性を
考察した。 
⑤生活に根差した日本語の導入 
近年、教育場面における新聞の活用など、社会の出来事を文章を通して理解することが重
視されている。WEB 上では文章と視覚的情報（図表、絵、写真など）が混ざった非連続型テキ
ストが一般化しており、その理解力は PISA による学力調査の対象にもなっている。理科や社
会などの学校教科書もその多くが非連続型テキストによって記されていることなどから、多
様な形態の文章について、読み方を身に付けていくための指導が必要になると考察した。 
⑥「聴覚障害」に対応した指導方法の追求 
 第二言語としての日本語習得に関する研究や実践が示すエビデンスを踏まえ、聴覚障害に
伴う特有の困難に対応するためには、これまでの指導方法を改めて振り返り、その要点を集
約した聴覚障害適応の指導の在り方を追求することが重要である。特に手話と日本語の語彙
の違いや表現方法の違い、日本語の語形変化やオノマトペなどの音情報が強く関与する側面
については、聴覚障害児に特有の誤りを考慮した指導が求められ、発達特性を考慮した題材
提示方法や教材の開発が必要となる。 
(2)聴覚障害児の日本語理解に関する研究 
①聴覚障害児における複合動詞の理解 
複合動詞を構成する２つの動詞を正しく選択し、形態的に正しく表記できるか否かを検討
した結果、聴覚障害児（以下、D児）の成績は聴児（以下、H児）より有意に低かった。また
いずれの対象児群とも、誤った動詞を選択して組み合わせた誤りが多く、語彙的複合動詞に
おいて形態の誤りが多い傾向が示された。形態的な誤りのパターンについては、統語的複合
動詞において動詞の活用の誤りが多く出現した。一方、語彙的複合動詞では動詞の活用とと
もに名詞化や逆順の誤りが多く、誤りの半数以上を占めた。次に、文の意味に合致する複合
動詞の選択課題を実施した結果、語彙的複合動詞における D 児の得点が顕著に低かった。さ
らに複合動詞を使用した文の産出課題の結果では、意味の分かりやすさの評定得点がいずれ
の動詞においても H 児で高い傾向が示された。D 児の場合、統語的複合動詞では意味的に不
自然な文の産出が多く、語彙的複合動詞では意味理解が不十分な文やターゲット動詞を使用
していない文が増加する傾向が示された。以上の結果から、聴覚障害児は特に語彙的複合動
詞の理解が困難であり、その特徴として、1)複合動詞を構成する二つの動詞の“不自然な（起
こりえない）”組み合わせを推測することに困難が生じる、2)語彙的複合動詞については、語
彙としての難易度の高さが聴覚障害児にとっての理解困難に影響している、3)複合動詞は、
単一の動詞よりも意味が限定的であり、その使用において語彙力が強く関与することなどを
指摘した。 
②聴覚障害児における限定動詞と包括動詞の理解 
文の意味に合致する動詞を選択させる課題を行った結果、D 児と H 児のいずれも心的動詞
の成績が低いこと、動作動詞については D児の成績が H児より低い傾向のあることが示され
た。また誤答分析の結果、H児では動作動詞の包括動詞と類義語の選択数が有意に少なく、心
的動詞の包括動詞の選択数が有意に多かった。一方、D 児では心的動詞における類義語の選
択数が有意に多かった。次に、提示した動詞を用いて文を産出させる課題の結果を分析した
結果、いずれの対象児群においても限定動詞より包括動詞において意味の分かりやすさの評
定得点が高く、D児の成績が H児より低いことが示された。特に D児においては、「動詞の意
味の誤り」が最も多く全体の半数以上を占めた。一方、H児ではすべての文が「状況説明の不
足」に分類された。以上の結果から、聴覚障害児においては意味の限定性が強い動詞の使用
に困難を示すことが示され、特定の動詞の使用に限定されるような厳密な文脈では、特にそ
の傾向が強く現れることが示唆された。また産出課題の結果から、限定動詞を用いた文脈の
想起が困難であることが示唆され、日常的に使用する機会の少ない動詞が獲得されにくいこ
とが考えられた。 
③聴覚障害児童における助数詞の獲得 
提示した文に対し、正しい助数詞を筆記させる課題を実施して、D 児を小学 2～４年生と
５・６年生の 2 群に分けて成績を比較した。その結果、高学年の正答数は低中学年よりも顕
著に高かった。「生物」カテゴリーにおける助数詞について、数えられる事例の典型性ごとに
各群の成績を分析した結果、いずれの群でも典型性の高い事例において助数詞の正答数が高
かった。正答数が高かった助数詞は「人」「匹」「個」の 3 種類であり、一方、顕著に成績が
低かったのは、「羽」「頭」「着」「皿」「杯」「箱」「粒」などで、特に「量」カテゴリーの助動
詞はすべて正答数が顕著に低い傾向が示された。次に、誤答を「助数詞」「助数詞以外」「無
回答」の 3 種類に分類したところ、いずれの群でも「助数詞」を記述した回答が多く、低中
学年では「無回答」の割合が顕著に高かった。誤り方の特徴としては、「生物」カテゴリーに
おいて同じカテゴリーの助数詞を記述する、「個数」「量」「形状」のカテゴリーにおいて、「個」
または「つ」を記述する例の多いことが示された。また低中学年においては、「いす」「みず」
「いか」「くるま」など、問題文で使用した名詞を記述する例が多く、一方、高学年では「が」
「を」といった格助詞を使用する例がみとめられた。以上の結果から、1）聴覚障害児におい
て助数詞の獲得に相応の困難があること、2）数えられる生物の典型性が助数詞の獲得に影響
すること、3）数えられる事物等に対して限定的に使用される助数詞の獲得が難しいこと、4）



適切な助数詞が分からない際に、汎用性の高い助数詞を用いたり、特有の方略を利用して回
答するなど、聴覚障害児の助数詞獲得における特徴が示された。 
(3)聴覚障害児の学習に用いる文法項目の難易度推定 
小学校用教科書（国語、社会、理科）において使用されている文法項目の種類数を低・中・高
学年間で比較した結果、高学年の方が低・中学年と比較して種類数の多い傾向があった。教科間
で比較すると、国語と社会で種類数が多く理科で少なかったが、文数に対する割合では社会での
値が低い傾向が示された。またいずれの教科においても学年を追って新たに登場する項目数は
減少する傾向にあった。次に、41 のカテゴリーに該当する項目の使用頻度を 100 文あたりの頻
度に換算して比較した結果、カテゴリー間で項目の使用頻度に多寡が認められた。全学年におい
て使用頻度が 20以上（20％以上）の項目は、「格助詞」「並列助詞」「複文と接続詞（付帯状況・
並列）」「は・が」、国語と理科における「時制・テンス」であり、社会と理科では「名詞修飾表
現」、社会では「受け身・使役・使役受け身」の使用が多かった。各学年段階において、100 文あ
たりの使用頻度が５以上項目を抽出したところ、文の骨格を構成する「格助詞」「時制・テンス」
「並列助詞」等は低・中学年の段階から多く使用されていた。高学年では、格助詞の用法が広が
るとともに、複文を構成するための各項目、「複合格助詞」「接辞」「数量詞」「時制・アスペクト」
等の項目の使用が増え、文構造が複雑化していることが示された。本研究で抽出した文法項目を、
日本語能力試験の文法領域における N1～N4 段階に分類した結果、使用頻度が高い項目はほとん
どが N3または N4に該当する項目であった。次に、聴覚障害児の書いた作文における文法項目の
使用頻度について分析したところ、小学部児童が使用している項目のほとんどは、高等部段階で
も頻用されることが示された。また 41 の各カテゴリーに該当する項目の 100 文あたりの使用頻
度を分析した結果、いずれの学年段階においても、使用頻度が 10 以上のカテゴリーはなく、す
べての学年段階を平均しても使用頻度が 5 以上の項目は、「は・が」「時制・テンス」のみであ
った。さらに日本語能力段階と使用頻度との関連を分析した結果、使用頻度が高い項目において
N1 レベルに相当するものはなく、90％以上が N3 または N4 に該当する項目であった。 
 以上の結果を踏まえて、小学校教科書と聴覚障害児の作文で使用されている文法項目の関連
をマトリックス表にまとめ、聴覚障害児への日本語指導における文法項目の難易度をＡ（易しい）
～Ｇ（難しい）の段階として提示した。 
(4)日本語文法学習教材の開発と検証 
 研究(1)～(3)の結果を踏まえて、日本語文法学習用プリント教材作成用のソフトウェアを試
作し、聴覚特別支援学校の教員を対象に、ソフトウェアの使用感・有用性を検証するとともに、
日本語指導に必要な ICT の機能を中心として、日本語指導における配慮について検討した。 
ソフトウェアの使用感について、「画面の見やすさ」「操作のしやすさ」「問題文のわかりやすさ」
の 3 点から検討した結果、使用した問題文についてはおおむね適切であるとの評価を得たが、
「画面の見やすさ 」「使いやすさ」の評価が低い傾向を示した。またソフトウェアの有用性につ
いては 全体的に評価が高く、特に「個別教材」「宿題」などでの活用に有効であるという回答が
多かった。さらに自由記述による回答では、操作の簡便性、絵や写真の活用、仮名文字（ルビ）
の付加等を求める意見が多数認められた。次に日本語指導における配慮すべき事項について分
析した結果、日本語指導の形態 については、「ICT の利用」と「自主的な学習時間の設定」を積
極的に行っている教員の少ないことが示された。また日本語指導において ICT で求められる機
能について、「データソースの豊富さ」「個に応じた学習が可能」「子供が 1人で使用可能」「興味
を持って取り組める」「日本語力の伸長や発達を評価できる」という観点から評定させたところ、
いずれの機能とも必要性が高いと評価されたが、他の項目と比較して「子どもが 1人で使える」
ことについてはやや低い評価となった。さらに日本語指導について、11 の観点の重要度を評定
させたところ、いずれの項目についても重視すべきとする回答が多かったが、「ICT 機器の活用」
については重視すべきとする回答が最も少なかった。 
 以上の結果から、本研究で試作したソフトウェアはおおむね聴覚障害児に対して有効に活用
できることが示されたが、問題の提示方法などについて幼児等を対象にした場合も想定した改
良や修正が必要であると考えられた。自由記述では ICT 活用の重要性を指摘する意見が顕著に
多かったが、アンケートでの評定結果では ICT に求められる機能として「子どもが 1 人で使え
る」ことの評価が低く、さらに指導形態として自主的学習時間の設定や ICT 機器の活用を積極的
に行っている例は少ないことが推察された。これらの結果から、ICT の活用に対する意識を高め
る取り組みとともに、簡便に使用できる有効な ICT 機器やソフトの開発が必要であると考えた 。 
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